
　１．序論

　交通部門のグリーン化を誘導する戦略は、環境問

題の次元の明確な診断を作成することが前提になる。

この問題のための古典的な経済的手段は、交通の外

部費用を推計し、最も大きな問題を引き起こしてい

る交通部門を分類することである。これを基礎とし

て、外部効果の内部化のための戦略を作成し、それ

らを合わせて戦略的政策のパッケージを作ることが

できる。この論文は西欧のすべての国を含む大規模

な調査で提案された、診断と治療法の概要を述べた

ものである。参考までに、これは最近発表された少
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　この論文はＵＩＣによって行われ、１９９５年と２０００年に発表された欧州１７カ国の交通外部費

用に関する二つの大規模な調査の結果を要約したものである。２０００年の調査には、事故、

騒音、大気汚染、気候変動、自然と風景、都市地域の分断、上流・下流プロセスからの費

用、混雑などの多様な外部効果のリストが含まれている。人間の健康、自然、物質への影

響に関する最近の知識をすべて駆使して、この調査は総ＧＤＰの７．８％というかなり高い外

部効果の総費用をはじき出している。予測によると、交通の外部費用の問題は、現在の輸

送技術を多少変更した程度では消滅するものではない。ＩＰＣＣによるＣＯ２削減目標のよう

な野心的な持続可能性目標を達成するためには、輸送技術の劇的な変化を刺激して環境に

やさしいものとし、それによって人々の態度と行動に影響を及ぼす必要がある。
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数の調査を参考にしており、多くの単独の調査活動

における方法論的な成果を含んでいる。

　交通の外部費用の評価がどのように進展したかは、

１９９５年と２０００年に発表された、ＵＩＣ＊１のための

ＩＮＦＲＡＳ／ＩＷＷ＊２の二つの調査によって知ること

ができる。１９９５年の調査は１９９１年のデータ状況と方

法論の水準に基づいている。ここでは以下の四種類

の外部費用が定義されている。

①社会で発生した事故の費用

②騒音の費用

③大気汚染の費用

④気候変動の費用

　１９９１年の調査結果はTable 1およびTable 2に示し

た。これらの調査は、欧州１７カ国（欧州連合加盟国

１５にスイスとノルウェー）における輸送の全体的外

部費用が年間約２，７２０億ユーロ＊３（ＧＤＰの５．４％）で

あるとしている。道路交通は外部費用の９２％を占め

ている。最も重要な影響は外的事故のコストで、全

体の５４％に達している。

　平均外部費用の数値を見ると、乗用車が約５０

ＥＣＵ／１，０００ｐｋｍ（ｐａｓｓ ｋｍ：走行キロ）であるのに

対して、鉄道はその５分の１の１０ＥＣＵ／１，０００ｐｋｍ

である。貨物の場合にはこの割合は８分の１になる。

これによって鉄道（および内海輸送）は環境的に見

て道路や航空輸送よりはるかに優れていることが分

かる。

　ＵＩＣは１９９５年に基づく新しいデータと方法論的分

析を利用して、最新化のための調査を１９９８年に行っ

た。この調査結果は２０００年春に発表された。非常に

多くの新しい刊行物がＵＩＣ２０００年調査で評価された。

最も関係の深い総合的報告書の一つはＥｘｔｅｒｎＥ

（１９９７）調査で、これはエネルギー総局＊４によって行

われ、最初の報告書にはエネルギー問題のみが含ま

れていたが、最近の調査には交通も含まれている。

交通部門のいくつかの追跡調査（たとえば欧州委員

会第４次フレームワーク研究プログラムのＱＵＩＴＳ

プロジェクト）は、ＥｘｔｅｒｎＥを背景として利用し、

その世界的な文献のバックグラウンドを、交通外部

効果に重点を置く研究の基礎としている。ＥｘｔｅｒｎＥ

調査は大気汚染と気候変動、特に病気についての粒

状物のリスクを集中しているが、騒音１５）、事故１７）、

または風景や生物多様性への影響１４）等に関するい

くつかの調査は、全体的な状況の把握に役立ってい

Ｊｕｎｅ，２００１ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．３ （　）１５

欧州の交通をグリーン化する １６５

　＊１　ＵＩＣ（Ｕｎｉｏｎ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ ｄｅｓ Ｃｈｅｍｉｎｓ ｄｅ Ｆｅｒｓ：世界鉄
道連合）は鉄道会社の国際協会である。

　＊２　ＩＮＦＲＡＳはスイスのチューリッヒにある民間コンサルタ
ント会社で、環境経済問題を専門としている。ＩＷＷは
ドイツのカールスルーエ大学経済政策研究所である。

　＊３　１９９５年の欧州通貨単位はＥＣＵと呼ばれていた。その後
に導入されたユーロは２００２年から欧州通貨同盟１１加盟国
の国内通貨に代わって使用される。現在のユーロの為替
相場は１．１５ユーロ／ドルである。

　＊４　昨年の欧州委員会の機構改革によって、運輸局とエネル
ギー局は統合されてＤＧＴＲＥＮ（運輸・エネルギー総局）
となった。この合併によって運輸とエネルギーの研究活
動がさらに密接な関連を持つようになった。

Table 1　欧州１７カ国における１９９１年の交通の外部費用（影響の種類別）８）

合計船舶航空鉄道道路
影響

貨物旅客貨物貨物旅客貨物旅客貨物二輪車バス乗用車

２１，６０６１２６，４６１－－－２１８５２６２１，３８７１５，５５８４，２０７１０６，１７０事故

１４，０８３２３，８７１－７１０２，０９４１，１６８８６４１２，２０５４，３９８１，８８５１４，６３０騒音

１４，２８２２４，７７７４５８１，１２８３，４７５１７４５６９１２，５２２５９４１，８３０２１，７８５大気汚染

１２，９８７２３，９６２２０６２，１６７６，７９８２７４８２６１０，３４０３２９１，２２３２１，５８５気候

６２，９５８２０９，３４４６６５４，００５１２，３６７１，８３５２，７８４５６，４５３２０，８７９９，１４５１６４，１６９合計

Table 2　１９９１年の欧州１７カ国における交通外部費用の比較８）

船舶航空鉄道道路

貨物貨物旅客貨物旅客貨物バス乗用車
影響の種類 （ＥＣＵ／

１,０００ｔｋｍ）
（ＥＣＵ／
１,０００ｔｋｍ）

（ＥＣＵ／
１,０００ｐｋｍ）

（ＥＣＵ／
１,０００ｔｋｍ）

（ＥＣＵ／
１,０００ｐｋｍ）

（ＥＣＵ／
１,０００ｔｋｍ）

（ＥＣＵ／
１,０００ｐｋｍ）

（ＥＣＵ／
１,０００ｐｋｍ）

－－－０．９１．９２２．２９．４３２．３事故

－１６．５３．０４．７３．１１２．７４．２４．５騒音

４．２２６．３５．００．７２．０１３．０４．１６．６大気汚染

１．９５０．５９．８１．１３．０１０．６２．７６．６気候

６．１９３．２１７．８７．３１０．０５８．４２０．４５０．１合計

単位：１００万ＥＣＵ／年



る。

　２．ＩＮＦＲＡＳ／ＩＷＷ２０００年調査の全体的

　　　アプローチ

　ＵＩＣ２０００年最新化調査は次のステップで行われた。

①新しい影響を加えることで範囲を拡大

②交通データについて新しいデータベースを利用

③最近の評価調査の結果を考慮

④総費用、平均費用、限界費用を計算

⑤一部のコリドーについての費用を比較

⑥２０１０年への補外

　ステップ①、④、⑤はさらに詳しく説明する。

　２－１　範囲の拡大

　ＵＩＣ１９９５年調査では、事故、騒音、大気汚染、気

候変動の四つの影響のみを検討したが、ＵＩＣ２０００最

新化調査では外部費用の計算対象を大幅に拡大して

いる。自然や風景に対する影響、都市区域の分離、

上流・下流＊５プロセスからの費用、混雑の費用など

が追加された（Table 3参照）。以下にこれらの影響

を経済的に評価する際の原則を述べる。

１）事故の費用

　事故統計（道路事故の死者４１，９４０人、鉄道事故の

死者１３１人、航空事故の死者２５３人に報告された重傷

者、軽傷者を加える）から出発し、最初のステップ

は責任保険と補償金からの移転を差し引いて、外部

費用から分離することであった。しかし個人的リス

クと社会的リスクのそれ以上の区別は行わなかった。

全体的な仮定としては、個人の交通におけるリスク

挙動は合理的ではなく、従ってすべての事故が重要

な社会的（外部的）リスク・コンポーネントを持つ

ということである。

　医学的治療と純生産損失の経済的評価費用も計算

されている。しかし最も支配的な構成要素は、人間

のリスクの価値である。人間のリスク価値のアプロ

ーチによって、「平均的な交通事故被害者」の苦痛、

悲しみ、損害などの金銭的価値を推定しようとする

ものである。

　最近のアプローチには、偶発価値評価に基づくも

のもある。Ｊｏｎｅｓ-Ｌｅｅ ｅｔ ａｌ．による１９９９年の最近の

研究を一例として挙げることができるが１７）、これ

は死者１人当たり５０万～１８０万ユーロのリスク価値

があるとしている。ＵＩＣ２０００年調査におけるリスク

価値はTable 4のとおりである。

２）騒音の費用

　騒音の費用は１９９３年のＯＥＣＤ（Ｏｒｇａｎiｚａｔｉｏｎ ｆｏｒ 

Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｃｏ- ｏｐｅｒａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ：経済協力

開発機構）環境データ摘要に基づいて推定されてい
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　＊５　上流：車輌、インフラ、エネルギーを生産するプロセス、
下流：寿命のつきた車輌を処分するプロセス。

Table 4　ＵＩＣ２０００年調査に用いられた死傷者一人当たりの
　　　　 リスク価値１０）

Table 3　検討対象の外部費用の概要１０）

外部効果の種類レバレッジ・ポイントと変動性費用コンポーネント影響の種類

部分的に外部的（個人保険でカバ
ーされない部分）特に機会の費用
と苦痛や悲しみ

各種の要素による
（部分的にｖｋｍ）

医療、生産の経済的損失、
苦痛や悲しみなどの費用事故

完全に外部的交通量および環境的な機能による損害（土地価格の機会費用）
　および人間の健康騒音

完全に外部的ｖｋｍ、エネルギー消費、
環境的機能による

健康、物質、生物圏などの損害
（機会費用）大気汚染

完全に外部的化石燃料の消費による地球温暖化の損害（機会費用）気候変動

完全に外部的固定費用（分離の影響は部分的に
　交通量による）

損害を修復する追加費用、
補償費用自然、風景、水、土地被覆

完全に外部的交通量による歩行者の時間の損失都市区域の分離

完全に外部的交通量による自転車のスペース補償都市のスペースの希少化

完全に外部的固定費用（インフラと鉄道車輌の
　グレイエネルギー）

追加的環境費用
（大気汚染、気候の変動とリスク）

上流・下流プロセスからの
　追加費用

別個の問題（他の費用との関係）：
平均費用はユーザーにとって内部
的。限界費用と平均費用の差が外
部費用になる。

交通量による（車輌数）外部的な追加的時間と運営費用混雑
（別個に取り扱う）

注）ｖｋｍ：ｖｅｈ．ｋｍ，車輌キロ。

報告された負傷者
死者

軽傷者重傷者
１５２００１５００

単位：１，０００ユーロ



る。それは、各種のレベルの騒音にさらされた人間

の数を示しており、古いデータではあるが、全体的

な騒音に関する調査としては、最も信頼できるデー

タベースである。騒音の影響の評価はもっと最近の

研究、たとえばドイツの例に関するＩｓｉｎｇ ｅｔ ａｌ．

（１９９８）の研究１５）からも得ることができる。これか

らは騒音レベルを引き下げるための「支払い可能代

価」（ＷＴＰＮＬ）の基本的な関数と参考値が得られる。

　　　�����＝�����×��－����

��：騒音レベル（��（�））���＞＿���

　Table 5から分かるように、鉄道の場合は、道路

よりも騒音を出す頻度が少なく、周辺に対する妨害

の程度が低いため、���（�）のボーナスが与えられ

ている。

３）大気汚染の費用

　以下の影響が考慮される。

・人間の健康に対する影響

・資材や建物に対する影響

・農業の穀物生産の損失

・森林の損害（敏感度調査の範囲だけで調査）

　一般に、選ばれた評価手順を決定する二つの主要

なソースがある。

�トップダウン配分

　医療費用、建物の損害、穀物の損害などを既存の

調査に基づいて推定し、単価を各国に配分する。こ

の単価は主に以下の三つの調査に基づいている。

・医療費用２０）

・建物の損害６，９）

・穀物の損害９）

　これらのアプローチはこれらの調査に基づいて得

られた単価を元に、トップダウンで他の国に移転さ

れる（いくつかの指数とともに）。これは国ごとの

総費用および平均費用の産出に用いられる。

�ボトムアップ・アプローチ

　ＥｘｔｅｒｎＥモデル（ＥｘｔｅｒｎＥ， １９９７）を利用して、各

種の交通状況の価値を推定する。ＥｘｔｅｒｎＥモデルは

車輌の種類や異なる散布特性を持つ地域的状況を考

慮したボトムアップ・モデルである。これは特にド

イツの具体的状況に合わせて行われる。このアプロ

ーチは限界費用値を出すのに用いられる（参考文献

１９）参照）。

　医療費用の推定はまず、ＷＨＯ（世界保健機構）調

査（１９９９）２０）を基準とする。ＷＨＯ調査の重要な前提

条件は、費用配分の主な要因として粒子の影響を使

用していることである。粒子の中で排気ガスに関連

するのは一部分（ＰＭ１０）でしかないことは重要で、

大部分は道路の摩耗、タイヤやクラッチの摩擦、再

懸架装置（道路、鉄道交通）に起因している。

　最近の調査（ＩＮＦＲＡＳ，１９９９）７）では、道路のＰＭ１０
排出の約８０％は排気ガス以外のプロセス（Table 6参

照）が原因であるとしている。２０１０年予測における

排気ガス要素の低減は排気ガス以外のＰＭ１０排出物

には影響せず、引き続き将来も大きな比率を占める

だろう。この影響は航空および水上交通では重要で

はない。

　これらの排気ガス要素は他の排出物要素（たとえ

ばＮＯＸ）などに比べて不確実であるため、各交通手

段のＮＯＸとＰＭ１０排出の加重平均に従って、医療費用

を移転し、配分することが決定された。この加重平

均とＷＨＯ調査の値から得られた相関関数を使って、

ＰＭ１０の影響が推定された。さらにこの影響値を使

って、ＷＨＯ基準増分関数に従って、罹患率と死亡

率を計算した。さらにＷＨＯ支払い可能代価（国の

調整要素を使用して経済的に補正）によって支払い

単価を割り出し、それを各交通手段におけるＮＯＸと

ＰＭ１０排出比率に応じて配分した。

４）気候変動の費用

　気候変動費用の推定は、この調査で評価された他

の費用と比較した場合、多くの不確実性に直面しな

ければならない。損害費用のアプローチは、長期的

な気候変動リスク（グローバルな）の推定が非常に

Ｊｕｎｅ，２００１ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．３ （　）１７
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Table 5　ドイツにおける低減ｄＢ（Ａ）単位当たりの人間
　　　　　リスク価値値１０）

注）参考値はすべての対象国の騒音曝露の評価基礎として用いられ
る。それらは購買力平価指数による経済的条件に合わせて調整
される。

＞７５７０－７５６５－７０６０－６５５５－６０ｄB（Ａ）
４２５３３１２３６１４２４７道路、航空
３３１２３６１４２　４７　０鉄道

Table 6　排気ガスおよび排気ガス以外のプロセスによる
　　　　　微粒子排出の比率７）

非排気ＰＭ１０の
平均比率（％）

排気ＰＭ１０の
平均比率（％）

非排気ＰＭ１０
（ｇ／ｖｋｍ、ｇ／ｔｋｍ）輸送手段

８８１２０．１２乗用車

６３３７１．２バス

４３５６０．２１ＬＤＶ

６９３１１．２ＨＤＶ

５１４９２旅客鉄道

３９６１２貨物鉄道

注）ＬＤＶ：軽量貨物車輌、ＨＤＶ：重量貨物車輌。



困難であるため、制約が大きい。非常に密な科学的

なネットワークがあるのだが、ＩＰＣＣ（Ｉｎｔｅｒ-

ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔａｌ Ｐａｎｅｌ ｏｎ Ｃｌｉｍａｔｅ Ｃｈａｎｇｅ：気候変動

に関する政府間パネル）（１９９６、１９９９年）１１～１３）に

基づく限り、信頼できる損害値を正しく計算するこ

とはできない。

　この調査では、回避費用のアプローチが適用され、

欧州における交通によるＣＯ２排出量を２０３０年までに

１９９０年の５０％に削減する（この削減はＩＰＣＣの勧告で

あり、１９９８年京都議定書の水準を超える）という目

的からスタートした。これから１トン当たり１３５ユ

ーロのＣＯ２の平均シャドウ・バリュー（７０～２００ユー

ロの範囲）が得られる。この値は各種の科学的調査

に基づく平均値を示している。ドイツやスウェーデ

ンを含むいくつかの国は、もっと高い値を提案して

いる。

　気候変動リスクを低減するにはグローバルな戦略

が必要であるため、関係国の事情の違いによって区

別をつけることはしていない。すべての国、すべて

の交通手段について、同じ単位費用（削減ＣＯ２トン

当たりユーロ）が使用される。この前提は、各国の

交通部門の具体的な回避費用は、部分的に入手でき

るだけであり、比較もできない、という事実に基づ

いている。この前提には公正さの面も含まれている。

すべての国が同様に取り扱われ、国際的戦略の一部

を担い、交通部門は他の部門と同様の形で貢献する

ということである。

５）自然と景観を妨害する費用

　二つの種類の影響が区別される。

�インフラ（道路、鉄道軌道、ダム、橋、空港など）

の提供に起因する影響

・空間的分離の影響、障壁の影響（インフラの利用

による影響もある）

・景観の品質の低下

・自然な土地面積の損失（ビオトープの損失）

�インフラの利用に起因する影響

・土壌、地表、地下水系の汚染

・事故に起因する汚染

　ネットワーク分類に基づき、環境的視点から中立

的（許容可能）レベルまで、既存インフラを改善す

るのに必要な費用が推定される。これは修復・補償

費用のアプローチに相当する。

６）都市区域の追加費用

　普通は以下の三種類の主要な影響を区別すること

ができる。

・歩行者が分離されることによる時間の損失

・希少性の問題（自転車が使用するスペースの損失

として表される）

・交通量とインフラによる都市の視覚的侵入

　最後の要素は測定が非常に困難で、信頼できる推

定がないため、最初の二種類のみが取り扱われてい

る。これらの要素は都市区域の道路部門に、またあ

る程度は鉄道にも付随している。これらの要素の推

定はパイロット的な性質を持っていることを指摘す

べきであろう。選ばれたアプローチは既存の方法に

基づいており（特にドイツで使用されている）、従っ

てインフラ評価アプローチの中でよく知られている。

７）上流・下流のプロセス

　以下の活動レベルを区別しなければならない。

�エネルギー生産（燃焼以前）

　すべての種類のエネルギー生産は抽出、輸送、伝

達などのために汚染を生む。汚染は使用されるエネ

ルギーの量に左右される。これらの影響は、鉄道を

除きすべての交通手段に関連する。鉄道事業のため

の電力生産の排気ガスは、すでに大気汚染と気候変

動の費用で考慮済みであるため、ここではリスク要

素（原子力のリスクなど）のみを追加して考慮する＊６。

これらの費用も短期的には関係がある。

�車輌の生産と維持

　自動車および鉄道車輌の生産は、各交通手段のラ

イフサイクルから考えて、長期的に重要である。短

期的な限界費用はゼロである。これらの要素は特に

大気への排出を増やし、大気汚染や気候変動の費用

に影響を及ぼす。

�インフラの建設と維持

　インフラの要素についても同じことが言える。長

期的には排出物の増加を考慮しなければならない。

それらは自然や景観の問題と同じように扱わねばな

らない。それらは既存インフラに付随するものであ

り、従って埋没原価だからである。これらの影響と

は対照的に、上流・下流の影響は特に建設段階で生

じる。

　これらのプロセスは調査の中で考慮されている他

の汚染（特に大気汚染と気候変動）に関連するもの

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．３ 平成１３年６月（　）１８
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　＊６　車輌およびインフラ生産のための原子力リスクは、どの
ような交通手段についても考慮されていない。それはこ
れらのプロセスにおける電力のシェアが明らかでないか
らである。このため、すべての交通手段、特に鉄道以外
の交通体系についての、上流・下流プロセスが過小評価
される結果となっている。街路灯なども一つの理由であ
ろう。



だが、透明さを高めるため、これらの上流・下流の

影響を個別に取り扱うことが有益である。金銭的価

値は大気汚染や気候変動の費用に使用する値に基づ

いている。

８）混雑の外部費用

　混雑の外部費用は、厳密な意味では私的な一般化

費用と社会的一般化費用の差である（トラフィック

の単位が他の者に課す時間消費と運用費用）。混雑

の外部費用はこれまで限界費用の算出においてのみ

考慮されてきた（２－２参照）。混雑の費用を総費

用および平均費用の数字に加えることは、誤りを生

みやすいと考えられてきた。それは混雑の費用はユ

ーザー社会の内部的なものであり、非常に限定され

た前提の下での最適価格設定のスキームについてだ

け関連するからである。

　２－２　総費用、平均費用、限界費用の計算

　ＵＩＣ２０００調査では、総費用、平均費用、限界費用

が計算されている。総費用の計算は累計された数字

に基づいており、トップダウン・アプローチが適用

される。これは費用全体が影響の種類によって計算

され、その後に総費用をｐｋｍまたはｔｋｍで割り、平

均費用を出す（たとえばｐｋｍごとの大気汚染費用）。

　限界費用の推定は、厳密な意味で行われる場合に

は、一種のボトムアップ・アプローチを前提とする。

交通量を独立の変数として含む費用関数を構成する

ことが必要である。そうすれば、限界費用は交通量

に関する費用関数の派生的結果として得られる。

　最適価格設定の理論においては、限界費用は重要

な役割を果たす。完全に競争的なまたは完全に集中

化された公的制度の中では、もしインフラが最適に

設計されていれば、価格は限界費用に等しくなるか

らである。限界費用の概念は単純なように見えるが、

それは多くの適格性の問題に関連する。混雑費用の

場合、たとえば、重量損失（社会的に最適なリンク

の積載量を経由する福祉損失）を計算するために必

要である。

　重量損失（Fig.1の灰色の領域ＡＢＣ）は、混雑の外

部費用を考慮せず、統一されていない個別の決定に

基づいて、既存物を最適な状態で使用しなかったた

めの、社会的福祉の損失であると解釈することがで

きる。

　すべてのリンクについての重量損失は、欧州につ

いての大規模なネットワーク・モデル（ＩＷＷソフト

ウェアＶＡＣＬＡＶ）によって計算されている。交通活

動によって限界費用が減少している一部の種類の外

部効果については、問題が複雑になる可能性がある。

ネットワーク・リンクの高い貨物量については、外

部効果の限界費用は消滅する。それはユーザー負担

の原則に一致しない。この現象はたとえば騒音費用

や一部の事故費用において発生する（Fig.2参照）。

　Fig.2から分かるように、騒音の限界費用曲線は

交通流（最低交通流以上）とともに明確に低下する。

限界費用をベースとした価格設定は、混雑した地域

では、外的な混雑費用が他のすべての外部費用を支

配するという結果を生むだろう。騒音費用のような

低下する限界費用関数を持つ外部効果はほとんど消

滅するだろう。従って限界費用価格設定の手段は注

意して取り扱う必要があり、非生産的結果を避ける

ために、ある程度まで大幅に修正する必要がある。

　２－３　コリドーに関する費用比較

　以下のコリドーについて平均費用と限界費用が計

算された。
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［コリドーＩ］パリ－ウィーン間（長距離旅客輸送）

［コリドーⅡ］パリ－ブリュッセル間（中距離旅客

輸送）

［コリドーⅢ］ボン－ミラノ間（複合アルプス横断

貨物輸送）

［コリドーⅣ］ロッテルダム－バーゼル間（単一形

態港湾－後背地貨物輸送）

　計算された数値によって、各種の輸送形態の費用

比較が可能になった。全体として、鉄道形態が環境

パフォーマンスの数値上は最も優れている。しかし

コリドーの分析からは全体的結果の深い解析が可能

で、すべての鉄道事業が環境的視点から先験的にプ

ラスの評価を与えられるべきではないことを示して

いる。従って、道路から鉄道、船舶への輸送シフト

が最も効果を生むコリドーを発見すべきだろう。

　３．ＵＩＣ２０００調査の結果

　３－１　１９９５年の事故費用および環境費用

　以下の数値は１９９５年の総費用および平均費用の結

果を示している。１９９５年の総外部費用（混雑分を除

く）は、欧州１７カ国のＧＤＰの７．８％に当たる５，３００億

ユーロに達する。事故は総費用の２９％を占め、最も

重要な費用区分である。大気汚染と気候変動の費用

は合わせて４８％になる。自然および風景の費用、都

市への影響の費用はあまり大きくなく、上流への影

響（１１％）は大気汚染や気候変動に深く関係してい

るため、非常に重要である。最も大きな汚染源は道

路輸送で、総費用の９２％を占めている。　続いて航

空輸送が総外部費用の６％を占める。鉄道（２％）

と水路（０．５％）の比率は小さい。費用の３分の２

は旅客輸送から生じ、貨物輸送は３分の１である。

　平均費用は１，０００ｐｋｍあるいはｔｋｍ当たりのユー

ロで表されている。旅客輸送の部門では乗用車が８７

ユーロに達している。鉄道の費用は２０ユーロで、道

路部門の費用はその４．４倍に当たる。鉄道部門で最

も重要なのは気候変動、騒音、大気汚染への影響で

ある。

　貨物部門では、航空輸送の平均費用が他のすべて

の輸送手段費用に比べて、著しく高い。これは貨物

輸送のトン数が他の形態と大きく異っているからで

ある。たとえば航空機は高価な品物を少量運んでい

る。ＨＤＶの費用は７２ユーロ／１，０００ｔｋｍで、鉄道の

３．８倍に当たる。

　最近の数値は１９９１年の推定値（ＩＮＦＲＡＳ／ＩＷＷ，

１９９５）８）に比べて著しく高くなっている。最近の調

査では新しい、一貫性のあるデータベースを使用し

ていること、さらに総費用の１５％にも達する新しい

費用区分が追加されているため、詳細な比較は困難

である。また大気汚染（特に微粒子による健康への

影響）や気候変動リスクの数値が、使用する新しい

アプローチとともに、増加していることも理由の一

つである。

　３－２　２０１０年の傾向予測

　総費用は１９９５年から２０１０年までの間に４２％増える

と予測されている。その主な要因は交通量の伸びと

環境損害の評価の上昇（所得の影響による）にある。

最も成長が大きいのは航空、道路の両部門と見られ

ている。平均費用も全体に上昇すると予想されてい

る。重要な教訓は、改善策が交通量の増大による影

響に対して十分ではないということである。

　３－３　コリドーの評価

　コリドーの評価は、各種の旅客・貨物輸送形態を

比較するため、特定の交通状況の短期的な限界費用

の規模について、一連の事例を設けることを目的と

している。この目標を達成するため、欧州の国境を

またぐ四つのコリドーが選ばれた。それは二つの旅

客ルート（長距離：パリ－ウィーン間、短距離：パ

リ－ブリュッセル間）と二つの貨物輸送ルート（複

合アルプス横断貨物輸送：ボン－ミラノ間、単一形

態港湾－後背地貨物輸送：ロッテルダム－バーゼル

間）である。各コリドーについて、独自の輸送物資

と積載要素を考慮して、三つの輸送形態（道路、鉄

道、複合代替交通）が選択された。形態間の輸送方

法（航空旅客、鉄道－道路複合貨物輸送）について

は、すべての関係する交通手段が考慮された（道路

による駅や空港へのアクセスなどを含む）。

　報告書の構成に従って、一方では事故、環境、そ

の他の交通の外部費用、他方では限界外部混雑費用

と道路使用者料金などが、コリドー評価に個別に示

されている。短期的な限界費用のみを検討している

ため、インフラ関連費用（自然や景観、上流効果の

ほとんど）は無視されている。限界費用の計算は、

土地利用の種類、人口密度、インフラの種類、交通

条件などの地域的特徴を考慮に入れ、道路と鉄道に

よる旅行経路を厳密に区別する記述に基づいている。

ルートの長さや形態間交通に使用する車輌の違いを

考えて、コリドー全体についての結果をｐｋｍあるい

はｔｋｍ当たりのユーロで表した（事故および環境費

用については、Fig.3， 4を参照）。

　コリドーについての結果（Fig.6）を旅客、貨物の

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．３ 平成１３年６月（　）２０
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平均費用（Fig.4， 5）と比較すると、以下の状況が

分かる。

　● すべての単一形態輸送方法（旅客と貨物）につい

て、短期的な限界費用は平均費用より４０～６０％低

い。これは主に次の三つの要因によるものである。

　　①騒音排出の費用関数が回帰的な特徴を持って

いる

　　②長期的費用の要素が限界費用関数では無視さ

れている

　　③対象国の道路安全基準が比較的高い

　● この低さはＣＯ２排出に起因する限界費用には当て

はまらない。この場合、平均費用とは違って、ＣＯ２
排出が車両技術の影響を受けず、また経済的評価

が領域の種類に敏感ではないため、他のすべての

費用構成要素より大きいからである。

　● 道路交通の外部費用が相対的に大きいため、形態

間輸送方法の航空（旅客）や貨物車輌の鉄道によ

る輸送サービスは、単一形態の鉄道輸送に比べて

Ｊｕｎｅ，２００１ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．３ （　）２１
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不利な結果になる。計算された相対的外部費用は

純粋の道路交通のそれに近い。その理由はまず、

平均的なコンテナ列車の距離が短く、車輌数も少

ないことにある。さらにコンテナの取り扱いが労

力を要し、費用がかかる事情もある。

　● 貨物および定期旅客輸送の場合、車輌の積載要素

が著しく違い、旅客一人当たりまたはｔｋｍ当たり

の限界費用は高い不確実性を示す。各種の旅客お

よび鉄道サービスを比較すると、この効果が使用

する鉄道車輌の技術的基準より重要であることが

分かる。

　もし限界費用のアプローチが適用されると、道路

および航空旅客輸送の限界混雑外部費用は、明らか

に環境外部効果を上回る。限界混雑費用はパリ－ウ

ィーン間の長距離コリドーの他の外部費用の約２倍

だが、パリ－ブリュッセル間の短距離ルート（コリ

ドーⅡ）では、都市部道路の比率が高く、道路が６、

航空輸送が４．７という比率になっている。

　４．内部化の手段

　４－１　内部化の目標

　外部効果の内部化の背後には、次のような多様な

政策的目標がある。

①既存能力の最適利用

②補助金の廃止。補助金は交通システムの公共財と

しての特性上、容認できない。

③生産の責任を持つ者に費用を負担させる（汚染源

による費用負担）

④明確な長期的環境／安全品質基準を達成する。

⑤地域開発のバランスを取る。

⑥社会開発のバランスを改善する。

⑦天然資源の消費量が少ない新市場、新技術を開発

する。

　この①から⑦の項目は規範的な問題である。最初

の三項目は新古典派の静的効率の見方を反映してい

る。④から⑥までの項目は環境の持続可能性と社会

的バランスの問題に関連している。項目⑦は長期的

な環境開発と経済開発を結びつけるもので、前者が

企業と消費者の恒久的な市場決定となった後に、後

者は新しい品質の次元を示すことになる。項目④か

ら⑦は「適応型効率」とでも呼ぶことのできるもの

で、これを項目①から③に加えれば、効率と持続可

能性の総合的な長期的視点を確立することができる。

　４－２　内部化政策の手段

　価格設定政策は、ピグーの市場補正パラダイムに

よると、全体的均衡を回復させるための租税および

補助金制度による外部効果を通じて阻害された、新

古典派的アプローチの統一的な救済である。実際の

場合、交通市場の市場セグメントは、マーシャルの

需要／供給モデルを使って（地域の種類と交通イン

フラの種類によって）定義され、研究される。この

モデルでは、社会的限界費用と個別に認識された平

均費用の関数が供給サイドを代表している。最適の

政策戦略は消費者／生産者の余剰を予算の制約に従

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．３ 平成１３年６月（　）２２
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って最大化することになる。

　それでも、新古典派的な限界費用のアプローチが

現実に適用できるかどうか、まだ若干の疑問が残っ

ている。一部の外部効果（騒音、事故など）が、限

界費用曲線の上昇を示さず、限界費用と完全な費用

の回収、汚染源負担の問題との矛盾が生じているこ

とが明らかにされている。さらに、上記の内部化政

策の規範的および積極的な政策的問題のリストを見

ると、一つの政策的手段だけで均衡のとれた形で各

種の目標の組み合わせを達成することが、非常に困

難であることが分かる。目標が多様であれば、それ

に対応する多様な手段が必要であり、それぞれの手

段はシンプル、透明、関係者の多数から容認される

ものでなければならない。

　ＩＮＦＲＡＳ／ＩＷＷＷ８）は、手段の分類化を提案して

おり、それはFig.7の類型表による内部化政策には

適切かもしれない。手段は政府の干渉が増大する、

または個人や企業の独立の意志決定の程度が下がる

のに従って分類されている＊７。

　この図から得られる最も重要なメッセージは、多

様な目標の組み合わせは、一つの統一的な手段では

達成できないということである。最適な政策の組み

合わせを作ろうとすれば、交通に関する意志決定の

さまざまなポイントに直接に対応する、多様な手段

を考えなければならない。この政策ミックスに使用

する価格設定手段はいくつかの要素、たとえば燃料

課税、排気ガス証明書、強制保険契約、エネルギー

または通信部門に適用されている多部門課税などで

構成することができる。

　５．結論

　結論として言えることは、欧州では交通市場に公

平な競争がないということである。特に道路と航空

の両交通部門は高い費用を生みながら、その費用は

ユーザーではなく、将来の世代を含む社会全体が負

担している。将来の福祉の低下という、純現在価値

は高く、現在のＧＤＰの７．８％に達している。しかし、

この外部費用の合計をユーザーへのコスト負担、た

とえば燃料税を通じて内部化すべきだと要求するの

は、結論として安易にすぎるだろう。よりよい解決

法は、環境にやさしい交通形態への投資、排気ガス

に関する基準の設定と規制、刺激策に適応する価格

設定、そして最後に状況を段階的に改善するための

人間の態度と行動を変える教育などからなる、環境・

安全政策のパッケージを実行することである。外部

効果を避ける費用は影響の費用よりはるかに低いの

だから、外部効果を避けるためのインセンティブこ

そ、最も合理的な公共戦略であろう。
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１３）ＩＰＣＣ １９９９：Ａｖｉａｔｉｏｎ ａｎｄ ｇｌｏｂａｌ ａｔｍｏｓｐｈｅｒｅ， ａ 

ｓｐｅｃｉａｌ ｒｅｐｏｒｔ ｏｆ ｗｏｒｋｉｎｇ  ｇｒｏｕｐｓ Ｉ ａｎｄ ＩＩＩ ｏｆ 

ｔｈｅ Ｉｎｔｅｒｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔａｌ Ｐａｎｅｌ ｏｎ Ｃｌｉｍａｔｅ 

Ｃｈａｎｇｅ， １９９９

１４）ＩＷＷ ｅｔ ａｌ． １９９８ ： Ｅｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇ ｅｉｎｅｓ 

Ｖｅｒｆａｈｒｅｎｓ ｚｕｒ Ａｕｆｓｔｅｌｌｕｎｇ ｕｍｗｅｌｔｏｒｉｅｎｔｉｅｒｔｅｒ 

Ｆｅｒｎｖｅｒｋｅｈｒｓｋｏｎｚｅｐｔｅ ａｌｓ Ｂｅｉｔｒａｇ ｚｕｒ Ｂｕｎｄｅｓ

ｖｅｒｋｅｈｒｓｗｅｇｅｐｌａｎｕｎｇ， Ｕｍｗｅｌｔｂｕｎｄｅｓａｍｔ 

Ｋａｒｌｓｒｕｈｅ， １９９８

１５）Ｉｓｉｎｇ， Ｈ．， Ｂａｂｉｓｃｈ， Ｗ． ａｎｄ Ｂ． Ｋｒｕｐｐａ ： 

Ｅｒｇｅｂｎｉｓｓｅ ｅｐｉｄｅｍｉｏｌｏｇｉｓｃｈｅｒ Ｆｏｒｓｃｈｕｎｇ ｉｍ 

Ｂｅｒｅｉｃｈ Ｌａｒｍ， ｉｎ Ｂｕｎｄｅｓｕｍｗｅｌｔｍｉｎｉｓｔｅｒｉｕｍ ： 

Ｇｅｓｕｎｄｈｅｉｔｓｒｉｓｉｋｅｎ ｄｕｒｃｈ Ｌａｒｍ， Ｔａｇｕｎｇ ｉｍ 

Ｗｉｓｓｅｎｓｃｈａｆｔｓｚｅｎｔｒｕｍ Ｂｏｎｎ， １０． Ｆｅｂｒｕａｒ 

１９９８

１６）Ｊｏｎｅｓ- Ｌｅｅ Ｍ． Ｗ． ｅｔ ａｌ．： Ｏｎ ｔｈｅ Ｃｏｎｔｉｎｇｅｎｔ 

Ｖａｌｕａｔｉｏｎ ｏｆ Ｓａｆｅｔｙ ａｎｄ ｔｈｅ Ｓａｆｅｔｙ ｏｆ 

Ｃｏｎｔｉｎｇｅｎｔ Ｖａｌｕａｔｉｏｎ ： Ｐａｒｔ １ Ｃａｖｅａｔ 

ｉｎｖｅｓｔｉｇａｔｏｒ， Ｊｏｕｒｎａｌ ｏｆ Ｒｉｓｋ ａｎｄ Ｕｎｃｅｒｔａｉｎｔｙ 

１７， ｐ．５-２５， １９９８

１７）Ｊｏｎｅｓ- Ｌｅｅ Ｍ． Ｗ． ｅｔ ａｌ．： Ｏｎ ｔｈｅ Ｃｏｎｔｉｎｇｅｎｔ 

Ｖａｌｕａｔｉｏｎ ｏｆ Ｓａｆｅｔｙ ａｎｄ ｔｈｅ Ｓａｆｅｔｙ ｏｆ 

Ｃｏｎｔｉｎｇｅｎｔ Ｖａｌｕａｔｉｏｎ：  Ｐａｒｔ ２ Ｔｈｅ ＣＶ／ＳＧ 

“Ｃｈａｉｎｅｄ Ａｐｐｒｏａｃｈ， Ｊｏｕｒｎａｌ ｏｆ Ｒｉｓｋ ａｎｄ 

Ｕｎｃｅｒｔａｉｎｔｙ １７ ： ３， ｐ．１８７-２１３， １９９９

１８）ＯＥＣＤ １９９３ ： Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｄａｔａ- Ｄｏｎｎｅｅｓ 

ＯＣＤＥ ｓｕｒ Ｌ‘Ｅｎｖｉｒｏｎｎｅｍｅｎｔ， Ｃｏｍｐｅｎｄｉｕｍ 

１９９３， Ｐａｒｉｓ １９９３

１９）ＱＵＩＴＳ １９９７ ： Ｑｕａｌｉｔｙ Ｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ ｆｏｒ Ｔｒａｎｓ-

ｐｏｒｔ Ｓｙｓｔｅｍｓ ； ｐｒｏｊｅｃｔ ｆｏｒ ｔｈｅ Ｅｕｒｏｐｅａｎ 

Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ， Ｆｉｎａｌ Ｒｅｐｏｒｔ Ｂｒｕｓｓｅｌｓ １９９７

２０）ＷＨＯ １９９９ ：Ｈｅａｌｔｈ Ｃｏｓｔｓ Ｄｕｅ ｔｏ Ｒｏａｄ Ｔｒａｆｆｉｃ-

Ｒｅｌａｔｅｄ Ａｉｒ Ｐｏｌｌｕｔｉｏｎ， ａｎ ｉｍｐａｃｔ ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ 

ｐｒｏｊｅｃｔ ｏｆ Ａｕｓｔｒｉａ， Ｆｒａｎｃｅ ａｎｄ Ｓｗｉｔｚｅｒｌａｎｄ， 

ｅｃｏｎｏｍｉｃ  ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ， ｔｅｃｈｎｉｃａｌ ｒｅｐｏｒｔ， 

Ｌｏｎｄｏｎ １９９９
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